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オプトレックス株式会社の株式譲渡に関するお知らせ 
 
当社は、平成１９年１２月２５日開催の取締役会において、中小型液晶表示装置、その他電子・光学

表示装置を製造・販売している、当社子会社のオプトレックス株式会社の全株式を譲渡することを決議

しましたので、下記の通りお知らせします。 
 

記 
 
１．株式譲渡の理由 
当社は、グループビジョン“Look Beyond” を掲げ、主要事業領域に経営資源を集中することとし

ており、２００５年から３年間の中期経営計画 “JIKKO-2007” の中でも、事業ポートフォリオの見
直しと経営資源の再配分について継続的に検討しています。 
オプトレックス株式会社は、車載機器や携帯電話、民生用・産業用機器向けの中小型液晶表示装置

などを製造・販売していますが、車載用途は堅調であるものの、携帯電話市場での競争激化に伴う価

格下落の影響などにより、同社の業績は平成１８年１２月期に営業損失を計上するに至っています。 
  このような状況の中、当社は、中小型ディスプレイ事業について、事業継続を前提とした収益向上

のための構造改善や業務提携、売却による事業撤退など、様々な検討を進めてきましたが、今後当社

グループとして積極的に資源投入を図る事業分野とのシナジーが少ないと判断し、コア事業への経営

資源の集中という経営方針に則り、当社が所有するオプトレックス社の全株式を譲渡することとした

ものです。 
  なお、譲渡先は、日本産業パートナーズ株式会社が運営するファンドです。 
 
２．異動する子会社の概要（平成１９年（２００７年）１１月３０日現在） 
（１）商     号  オプトレックス株式会社 
（２）代 表 者  代表取締役社長 熱田正次 
（３）所 在 地  東京都荒川区東日暮里五丁目７番１８号 
（４）設 立 年 月  昭和５１年（１９７６年）７月 
（５）主な事業の内容  中小型液晶表示装置、その他電子・光学表示装置の製造・販売など 
（６）決 算 期  １２月 
（７）従 業 員 数  ３４６名 
（８）資  本  金  ２，５００百万円 
（９）発行済株式総数  ５００万株 
   ※平成２０年２月に、増資（８０億円）により１，０００万株の新株を発行することとしており、 

増資後の発行済株式総数は１，５００万株となる予定です。なお、増資後の資本金額は未定で 
す。 
 

(財)財務会計基準機構会員



（10）株主構成および  旭硝子㈱：６０％、三菱電機㈱：４０％ 
所 有 割 合   

（11）最近事業年度における業績の動向 
 平成１７年１２月期 平成１８年１２月期 
売 上 高 ９０，８９９百万円 ８４，６３９百万円 

営 業 利 益 １，３１２百万円 ▲６６６百万円 

当 期 純 利 益 １，５２４百万円 ▲１，６９５百万円 

総 資 産 ６６，５２４百万円 ６１，４５１百万円 

 
３．株式の譲渡先 
  当社は、当社が所有するオプトレックス社の全株式を、日本産業パートナーズ株式会社が運営する

ファンドである、日本産業第二号投資事業有限責任組合及び日本産業第二号パラレル投資事業有限

責任組合に譲渡します。 
商  号 日本産業パートナーズ株

式会社 
日本産業第二号投資事業

有限責任組合 
日本産業第二号パラレル

投資事業有限責任組合 
代 表 者 馬上 英実 無限責任組合員 

日本産業パートナーズ株

式会社 
代表取締役社長 
馬上 英実 

無限責任組合員 
日本産業パートナーズ株

式会社 
代表取締役社長 
馬上 英実 

本  店 
所 在 地 

東京都千代田区丸の内二

丁目１番１号 
東京都千代田区丸の内二

丁目１番１号 
東京都千代田区丸の内二

丁目１番１号 
主な事業 
の 内 容 

事業再編目的のファンド

の管理運営業務及びその

関連業務 

投資事業有限責任組合契

約に基づく組合財産の運

用 

投資事業有限責任組合契

約に基づく組合財産の運

用 
当社との 
関  係 

資本関係、人的関係及び取

引関係とも該当なし 
資本関係、人的関係及び取

引関係とも該当なし 
資本関係、人的関係及び取

引関係とも該当なし 
 
４．譲渡した株式の割合、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 
  オプトレックス社は、平成２０年２月に、増資（８０億円）により１，０００万株の新株を発行す

ることとしており、増資後の発行済株式総数は１，５００万株となる予定です。当社は、増資額の

うち６０％（４８億円）を引き受けることとしており、これに伴い、当社の所有株式数は、９００

万株（所有割合６０％）となりますが、当社は、その全株式を譲渡します。 
（１）異動前の所有株式数  ９００万株（所有割合６０％） 
（２）譲 渡 株 式 数  ９００万株（譲渡価額６百万円） 
（３）異動後の所有株式数  ０株 
 
５．日程 
  平成１９年１２月２５日  取締役会決議 
  平成２０年２月（予定）  株券引渡し期日 
 
６．今後の見通し 
本件により、平成１９年１２月期において、特別損失が連結で約３８億円、単独で約６３億円それ

ぞれ発生する見込みですが、既に業績予想に織り込んでいます。 
以 上 


